
◎雇用保険法等の一部を改正する法律 
（平成一九年四月二三日法律第三〇号）   

一、提案理由（平成一九年三月九日・衆議院厚生労働委員会） 

○柳澤国務大臣 おはようございます。 

 ただいま議題となりました雇用保険法等の一部を改正する法律案につきまして、その

提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律において、労働保

険特別会計については、雇用保険三事業及び労働福祉事業について廃止を含めた見直し

を行うこと、また、雇用保険の失業等給付に係る国庫負担のあり方について廃止を含め

て検討することとされており、船員保険特別会計については、必要な措置を講じた上で

労働保険特別会計に統合するものとされているところでございます。 

 このため、これら同法の規定を踏まえた特別会計改革に必要な措置を講ずるとともに、

雇用保険制度の直面する課題に対応するための見直し等を行うこととし、この法律案を

提出した次第であります。 

 以下、この法律案の主な内容について御説明申し上げます。 

 第一に、雇用保険制度について、失業等給付のうち高年齢雇用継続給付に係る国庫負

担を廃止するとともに、平成十九年度以降の当分の間、失業等給付に係る国庫負担につ

いて、国庫が負担することとされている額の百分の五十五に相当する額を負担すること

とし、また、雇用保険三事業のうち、雇用福祉事業を廃止することとしております。 

 また、雇用保険の失業等給付に係る保険料率の弾力的な変更幅を千分の二から千分の

四に拡大する等の見直しを行うとともに、被保険者資格と基本手当の受給資格要件を一

本化し、育児休業給付の給付率を暫定的に引き上げるほか、特例一時金や教育訓練給付

についての所要の見直し等を行うこととしております。 

 第二に、船員保険制度について、雇用保険制度に準じた見直し等を行うほか、労働者

災害補償保険制度及び雇用保険制度に相当する部分をそれぞれの制度に統合し、それ以

外の部分を全国健康保険協会に移管することとしております。 

 第三に、労働者災害補償保険制度について、労働福祉事業のうち労働条件確保事業を

廃止し、事業名を変更する等の見直しを行うこととしております。 

 最後に、この法律の施行期日については、平成十九年四月一日としておりますが、雇

用保険の適用及び給付内容の見直しは平成十九年十月一日、船員保険の統合に関する事

項については平成二十二年四月一日から施行すること等としております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。 

 以上です。ありがとうございました。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（平成一九年三月二〇日） 

○櫻田義孝君 ただいま議題となりました両案について、厚生労働委員会における審査



の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 まず、雇用保険法等の一部を改正する法律案について申し上げます。 

 本案は、行政改革推進法を踏まえ、労働保険特別会計等について見直しを行うととも

に、雇用保険制度の直面する課題に対応するため、所要の措置を講じようとするもので、

その主な内容は、 

 第一に、雇用保険制度について、失業等給付費の国庫負担を、当分の間、本来の五

五％に引き下げ、雇用福祉事業を廃止するとともに、育児休業給付の給付率を暫定的に

五〇％に引き上げること、 

 第二に、労働者災害補償保険制度について、労働福祉事業のうち、労働条件確保事業

を廃止すること、 

 第三に、船員保険制度のうち、労働者災害補償保険制度及び雇用保険制度に相当する

部分をおのおのの制度に統合すること等であります。 

 本案は、去る三月八日の本会議において趣旨説明が行われ、同日本委員会に付託され

ました。本委員会では、翌九日柳澤厚生労働大臣から提案理由の説明を聴取し、十四日

から質疑に入り、十六日に質疑を終局いたしました。次いで、討論を行い、採決の結果、

本案は賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

……………（略）…………… 

 以上、御報告申し上げます。 

三、参議院厚生労働委員長報告（平成一九年四月一一日） 

○鶴保庸介君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、行政改革推進法に基づき、雇用保険の失業等給付に係る国庫負担及び雇

用安定事業等の見直しを行うとともに、船員保険の職務上の災害及び失業等に関する給

付制度を労働保険制度に統合するほか、雇用保険制度の直面する課題に対応するための

措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、雇用保険における国庫負担の意義、基本手当の受給資格要件

見直しの妥当性、育児休業給付制度の在り方、雇用安定事業等の適正化を図る必要性等

について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局した後、自由民主党及び公明党を代表して阿部正俊理事より、本法律案の

施行期日を公布の日に改める等の修正案が提出されました。 

 次いで、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会を代表して津田弥太郎理事、日

本共産党を代表して小池晃委員及び社会民主党・護憲連合を代表して福島みずほ委員よ

り、それぞれ修正案及び原案に反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって修正議決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 



 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一九年四月一〇日） 

○阿部正俊君 私は、雇用保険法等の一部を改正する法律案に対しまして、自由民主党

と公明党を代表いたしまして修正の動議を提出させていただきます。その内容につきま

しては、お手元に配付されております案文のとおりでございますが、念のため提案理由

説明書をごらんいただければと思います。 

 御説明申し上げます。 

 修正の要旨は、原案のまず施行期日につきまして、平成十九年四月一日となっている

ものを公布の日に改めるとともに、労働保険の失業等給付に係る雇用保険率の弾力的変

更の範囲の拡大のうち引下げに係る部分につきまして、平成十九年四月一日から適用し、

労働保険料の納付期間を延長するなど、所要の整理を行うことでございます。 

 以上でございます。 

 何とぞ、委員各位の御賛同をいただきますよう、お願い申し上げます。 

 以上です。 

○附帯決議（平成一九年四月一〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、失業等給付に係る国庫負担は、雇用政策に対する政府の責任を示すものであること

にかんがみ、四分の一負担とする本則の枠組みを堅持するとともに、今後、雇用保険制

度の安定的な運営を確保するために必要が生じた場合には、その時点での雇用保険財政

や雇用失業情勢の状況、国家財政の状況等を踏まえ、その在り方を適切に検討すること。

また、失業等給付に係る雇用保険率については、弾力条項の適切な運用を図り、同条項

の発動による保険料率の引上げは慎重に行うこと。 

二、短時間労働被保険者区分の廃止による被保険者資格の一本化に当たっては、基本手

当の受給資格要件の変更について、周知徹底に努めること。また、被保険者資格が一年

未満でいわゆる雇止めにより離職する期間雇用者及び正当な理由がある自己都合退職の

基準に合致する被保険者に対しては、解雇、倒産等と同様に取り扱うことにより、基本

手当の受給において不利益が生じないよう配慮すること。 

三、特例一時金の引下げに伴って季節的な労働者の生活の安定に支障を来すことのない

よう、関係省庁や関係自治体等とも連携しつつ、季節労働者の通年雇用化など積雪寒冷

地等の地域雇用対策を一層強化し実効あるものとすること。 

四、育児休業給付の給付率の引上げについては、今後、暫定措置期間が終了する平成二

十二年度以降の継続について、その在り方（育児休業基本給付金と育児休業者職場復帰

給付金の在り方を含む。）を検討するとともに、育児休業給付を受けた期間を、基本手

当の算定基礎期間から除外することについて、周知・徹底に努めること。また、育児休

業については、取得率が低い中小企業に対し、雇用安定事業の助成金制度を活用するな

ど、取得促進のための対策を充実強化すること。 



五、子育て期間中の所得保障を含めた経済的支援の在り方については、関係部局が横断

的に、保育サービス、児童手当、出産手当等諸施策の給付と財源の仕組みを総合的に検

証し、早急に検討を行うこと。 

六、高年齢雇用継続給付の廃止に伴い、中小企業における六十五歳までの雇用機会確保

措置の進展に支障がないよう必要な対策を行うこと。 

七、雇用福祉事業廃止後の雇用保険二事業及び改正後の社会復帰促進等事業については、

循環的な評価管理（ＰＤＣＡサイクル）の手法による目標管理を適切に行い、引き続き

不断の見直しを行うよう努めること。また、都道府県労働相談窓口機能の低下を招かぬ

よう、都道府県労働相談事業の継続に向け、国は都道府県に対し必要な支援を行うとと

もに、労働災害の被災者及びその遺族に対する援護等の措置について、改正後の被災者

等に従前の被災者等との格差が生じないようにすること。同時に、労働保険事務組合が

小規模事業所で働く労働者の労働保険の加入と定着に大きく貢献している現状にかんが

み、同組合の活動を奨励・促進するための助成に対しては特段の配慮をすること。 

八、今後とも、雇用失業情勢に対応し、雇用対策の効果的な実施に努めるとともに、雇

用保険がセーフティネットとしての機能を十分に果たすよう万全を期し、あわせて、そ

の健全運営の確保に努めること。特に、失業認定等の基本手当に係る制度や育児休業給

付その他の給付制度の運用については、その実態等を把握の上、不断に必要な改善を行

うよう努めること。さらに、長期失業者等に対する諸外国における公費による補足的失

業扶助制度について調査を行うこと。また、船員保険制度の雇用保険制度及び労災保険

制度への統合等に当たっては、船員労働の特殊性を踏まえつつ、関係労使の意見を十分

聴取し、制度の改変に伴う悪影響が生じないよう慎重に対応すること。 

 右決議する。 


